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 評 論  

地方の相談現場からみた「発達障害」を取り巻く現状と課題 

万年 康男 
         長野医療衛生専門学校 言語聴覚士学科  
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はじめに 

筆者が小学校内に設置されている「ことばの教

室」（言語障害通級指導教室）や特別支援学校の教

育相談室に勤務する中で、その相談内容の多くが

発達障害（児・者）に関するものだった。 

当初は「なんでこんな行動をとるのか」「この子

はどういう子なのか？」「どこか病院にいったほう

がいいのか」という相談が大半だった。それが次

第に、家庭や保育教育現場であるいは職場や地域

での「かかわり方」や「支援方法」についての検討

に関する具体的な内容に変化してきた。また、深

刻な二次的な問題への（緊急的な）対応、地域の研

修体制や啓発、連携チームの整備調整など、多種

多様な内容が含まれるようになり、地域を挙げて

チームで取り組むべき様相を呈するようになった。 

発達障害に関する知見の紹介や文献的な展望は

他に譲ることとし、本稿では地方の相談現場で模

索しながら感じてきたことを率直に述べながら、

現状と課題について概観してみたい。 

１ 発達障害は「新しい障害」なのか 

いまだ地域では「昔からそういう人はいたが障

害ではなかった」「行政が新たに作り出した障害で

はないか」「なんでもかんでもすぐ発達障害にされ

る」等の声もあがっている。 

知的障害等、既成の障害観では説明できないよ

うな「不思議な」「不可解な」行動特徴を示す子ど

もたちは、「軽度発達障害」と呼ばれた時期もあっ

た。親の育て方、しつけの誤り、本人の性格や「根

性」の問題あるいは情緒的な障害とのとらえ方が

されていた頃もあった。現在では脳機能の特異な

認知様式という捉え方が定着してきた。当然この

特異な特性を障害とするのか、個性またはユニー

クな特徴とするのかは、議論の余地が残っている。

なぜなら後述するように、環境や対応で状態が大

きく変化するからである。 

一方で厚労省のホームページでは「発達障害の

現状と支援法」と題して①発達障害は人口比割合

は高いのに法制度もなく、制度の谷間にあり、従

来の施策では十分な対応がなされていない。②発

達障害に関する専門家は少なく、地域における関

係者の連携も不十分で支援体制が整っていない。

③家族は地域での支援がなく大きな不安を抱えて

いる。との問題提起が掲載されている。このよう

な状況の中、各方面での混乱、社会的な不安を改

善させるため、2005 年の発達障害者支援法の制定

をもって、国全体で発達障害を「障害」として施策

を講じていくこととなった。 

厚労省が示した定義では、知的な遅れや環境・

養育の不備は含めず、①自閉症、②学習障害、③注

意欠陥多動性障害、④その他これに類する脳機能

の障害であり、低年齢で発現すること、日常生活

又は社会生活に制限が生じていることと規定した。  

医学的には精神疾患（行動障害）に分類され、制度

的にも「精神障害者保健福祉手帳」が該当するこ

ととなった。 

法整備によって発達障害の定義と法的な位置づ
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けが確立し、乳幼児期～成人期の地域で一貫した

支援体制が整い始めた。専門家育成・確保、関係者

の緊密な連携も進み始めた。子育てに対する国民

の不安の軽減や早期診断、その後の療育・教育・相

談の体制、自立・社会参加・就労への支援等が、新

設された圏域ごとの「発達障害支援センター」を

中心に精力的に取り組みが展開されている。そし

て 2016 年の改正で、「社会的障壁」の除去等の新

たな視点からの取り組みが追加された。  

 しかし現場では、大きな課題が山積している。

まず診断であるが、問診、普段の様子の調査、諸検

査等をとおして、（小児の神経や精神の）専門医が

行うことになっている。診断基準には大きく二系

統あり、一つは現場の医師が好んで使用するアメ

リカ精神医学会精神科診断統計マニュアル

（ Diagnostic and Statistical Manual of Mental 

Disorders）いわゆる DSM であり、現行バージョ

ンは 2013 年に大改訂された DSM-5 である。もう

一つが保険診療報酬等で使用される世界保健機構

（WHO）による国際疾病分類 International 

Classification of Diseases いわゆる ICD であり、

現行版は 2017 年に大改訂された ICD-11 である

（2019 年現在和訳作業中）。両者の基準や用語が

微妙に違っていたり、改訂の度に変わったりする

ために、当事者や保護者、関係者がやや戸惑うこ

とも多い。            

 他の疾患との鑑別、合併併存しやすい疾患の発

見、普段の行動や生活の質の向上に寄与する薬剤

の投与の処方は、医師でなければできない。また

福祉、保育、（特別支援）教育、就労支援等のサー

ビスや制度を受けるためには、事実上「診断名」を

もっていることが前提になっている現状もある。

しかしその診断可能な医師、医療機関が決定的に

不足しており、この地域でも診察の予約が最低で

も数か月待ちの状況が続いている。その間の本人

保護者の不安や混乱の大きさ、担当医の負担（過

重労働）は一向に改善されていない。 

 そのような実状に対して少しでも地域で相談支

援の流れをスムーズにつなぐことのできる社会資

源として、学校法人成田会では 2019 年、長野医療

衛生専門学校言語聴覚士学科内に「ことばの相談

室」を立ち上げたところである。  

２ 発達障害は（なぜ）増えているのか 

保育や学校教育現場では「昔もいたが、ここま

で特性の強い子がこんなには多くなかった」とい

う声も多い。相談場面でもその増加だけでなく、

重度深刻化、様相の多様化が止まらないという危

機感が強い。実際に発達障害は増えているのだろ

うか？  

厚生労働省の「乳幼児健康診査に係る発達障害

のスクリーニングと早期支援に関する研究成果」

（2009 年）によれば、通常の幼・保育園で、保育

士が「発達上問題あり」と感じている子が約 10％

いることが示されている。一方文部科学省では「小

中学校の通常の学級に在籍する知的発達に遅れは

ないものの発達障害の可能性のある特別な教育的

支援を必要とする児童生徒」について全国調査を

実施し、2002 年度調査で 6.3％、2012 年度調査で

6.5％との結果を示している。同省では「発達障害

であるかどうかの数ではない」と注意喚起してい

るが、学校現場では「もっと多いのでは？」という

声が多く、「診断名がつく子が 1 割位、グレーゾー

ンはその数倍で、いずれも個別の配慮や支援が必

要」という声を多数聞く。この現場の率直な実感

に対して、数だけでない内容面の調査や対応方法

のガイドライン提示が望まれる。 

しかし小中学校の場合では、この 6.5％のうち、

何らかの特別な支援を受けていない児童生徒が 4

割近くいることも調査結果で示されており、筆者

はこの事実の方を重く受け止めている。担任教師

等が心配し、何らかのアプローチを試みようとす

るが、本人または保護者からの拒否的な反応が強

い場合がある。園や学校と保護者との関係を損な

わないために、その後の特別な支援どころか、相

談や検査につなげることができないまま年月が過
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ぎているという事例に数多く遭遇してきた。運よ

く状態像が改善に向かう子もいるが、中には中高

生あるいは青年期になって二次的な問題が大きく

なってしまうことも多く、地域でも課題となって

いる。 

さて「増えている」という実感はどこからくる

のだろうか？一つには発達障害という障害（名）

が認知され、診断可能になったことが推測される。

長野県教育委員会の調査では、小中学校で発達障

害の診断・判定（医師や児童相談所等の専門家に

よるもの）がある子は、調査開始の 2003 年度で

0.43％であったものが年々急増し、2017 年度には

4.27％と約 10 倍になっている。昨今の早期対応に

かかわる取り組みの成果から、かなりの率で診断

を受けるようになっていることが伺われる。 

 診断が増えたという要因以外にも、通常の学級

で問題化しやすくなったことや、適切な対応の遅

れによって「傾向・疑い例」まで悪化したり、二次

障害化が増えたということも推測される。低体重

出生児の増加や母体の低栄養化等の胎内環境の悪

化、高年齢出産、喫煙や飲酒、有害物質や環境ホル

モンの影響等々、様々なリスク要因の増加を指摘

する研究者も多い。中でも筆者が最も懸念するの

は、乳幼児期の大人に合わせた（夜型の）生活リズ

ムや、五感や人とのふれあいを伴う遊び経験の不

足などによって、もともと軽く持ち合わせていた

脳機能のアンバランスが改善しにくいまま成長し

ていくことの影響である。これは後述の予防のと

ころで補足する。 

３ 発達障害は治るのか？ 

 先に取り上げた文科省の調査での「6.5％」は、

小中学生の平均であり、資料の詳細を追ってみる

と、小学校1年生では9.8％であり、6年生で6.3％、

中学校 3 年生で 3.2％と学年が進むにつれて減少

していく傾向が顕著である。一見「治っていく」現

象である。その要因として筆者は以下の様に推測

している。 

（１）成長発達（脳の成熟）により、特性そのも 

のが薄まる（改善する・バランスがとれてくる） 

ため。ただしそれには、①生活リズム（特に睡 

眠）、②栄養バランス、③家庭でのだんらん・触 

れ合い、④五感あそびや運動、⑤充実したあそ 

びや学習活動、⑥成功経験、⑦豊かなコミュニ 

ケーション等々の継続的保障が条件と思われる。   

（２）発達障害の特性は残っているが、経験や学

習、適切な支援により、不適応状態が減り、適

応行動が増えたため。 

（３）環境設定（調整）が適切で、マイナス特性 

が出にくくなったため。 

ただし（２）と（３）は、逆に環境や対応の変化 

や「相性」的な要因によっては、特性や問題が再 

現（再燃）されることもありうる。実際にそのよ 

うな事例も多数経験してきた。 

特に、他害行為、飛び出しや離席、周囲への迷惑 

行為などの目立った行動が減ってくることで、 

一見「改善した」「治った」と思われるようにな 

るにつれて、それまで継続してきた環境設定や 

対応・支援の工夫が薄まってしまうことには十 

分注意が必要である。 

 発達障害の特性自体は、先天的な脳機能の不全

や偏りであることが定説になっている。しかしそ

の特性の強さだけでなく、周囲の環境や対応・本

人の自覚等によって、状態像が大きく変わってく

る。成長発達に伴う脳機能の成熟や変化に合わせ

た環境設定や対応について、知見の整理と情報共

有が必要と思われる。 

実際に諸問題が軽快して「もう診断名はとって

もらってもいいよね」という事例も少なからず経

験した。治るかどうかは、狭義では専門医の診断

名がとれるかどうかによるが、実際には筆者は相

談場面では次のように考えるようにしている。 

 (1)特性が障害面よりも「個性」として生かされ

ると考えて対応できる基準 

①学習・生活・仕事などで支障が少ない。 

②困り感（自分が困ったり悩んだりする不全感
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や周囲が困ったり迷惑する）が少ない。  

③通常の対応や指導で、自分で改善していける。 

 (2)逆に継続または放置すると、失敗やトラブル

が増え、本人の自信と意欲低下し、二次的な問題

に発展する心配が生じると判断される基準 

①学習・生活・仕事に支障が多い。 

②困り感（自分で困る・悩む・不全感または周囲

が困る・迷惑する）が強い。 

③通常の対応や指導では改善せず、むしろこじ

れていく傾向にある場合。 

 当然、この境目は明確ではなく、周囲の環境や

対応との相互作用、「相性」の影響が大きく、これ

がグレーゾーンの広さ、変化の大きさにつながっ

ていると思われる。逆に、実際には残念なことに、

特性＋αの部分が深刻になっていく子にも多く遭

遇してきた。その多くが、もともとの特性以外の、

他の発達障害・精神疾患的特性や情緒不安定など

合併・併存問題の悪化が顕著である。そのために、

心身の不調、状態全般が苦しくなり、生活リズム

の変調（睡眠障害等）や様々な依存症を併発する

ものもある。また、（運悪く）ミスマッチ的な「相

性」の悪い支援環境や支援関係者との出会い、家

族や関係者を巻き込んだ複合的な困難状況への遭

遇など、青年期や成人期以降の問題の「ぶり返し」

については、その実相がつかめておらず、大きな

課題である。 

さて、これまで発達障害の問題は、周囲が困る、

本人が困っている特性や集団や社会への不適応

（行動）など「マイナス」面の要因分析やその軽減

改善方法に力が入っていた。発達のアンバランス

や「デコボコ」が大きいとされる発達障害特性の

うち、環境設定や対応の工夫などによっては「有

用」になりうる特性について、極端な才能をもっ

た有名人等のレアケース以外、あまり着目されて

こなかった。 

 発達障害の特性、そのあらわれ方や周囲の受け

止め方などが、近年の環境や対応、社会状況の変

容との相互関係で、変化し多様化してきているこ

とも実感する。今の集団や社会に適応するうえで、

マイナスになっている特性への治療改善的対応と

同時に、得意な面や強み、持ち味といったものが

発見、対応、発揮されているのかという見直しや

や評価が、今こそ求められる。 

４ 発達障害の予防はできないのか 

 現代の医学は、症状の治療から人間全体へ、そ

して生活習慣やライフスタイル、つまり家族や職

場、社会や時代との相互関係を大切にするように

なった。また「健康寿命」の延伸や医療費削減の観

点からも「予防」的取り組みが展開されている。 

 発達障害も青年期以降、問題が大きくなってか

らの対応よりも、早期からの対応を厚くし、次第

にフェードアウトしていくほうが人的経済的「コ

スト」も軽く済むことがわかっている。国や自治

体での早期発見早期対応に予防的観点も積極的に

取り入れられるようになってきた。 

まずは、診断名の有無にかかわらず、特性のあ

る人の「二次障害」の予防が何より大切である。二

次障害という概念は定説がない。筆者は「合わな

い環境や対応によって、不快、失敗、トラブル、叱

責等が重なり、自己価値観（自信）や意欲の低下に

よって、発達障害特性以外の困難性（苦しさ）まで

生じている状態」と考えている。その逆の、その人

に合った環境や対応によって、快調で達成感や成

功経験、活躍経験が積み重なり、自信や意欲が高

まっていくことが予防につながると考えている。 

多少の素因があっても「発症」しにくくなる、あ

るいは軽く済むという意味での予防については、

体系化されてはいないものの各現場で実際には取

り組み始められている。早めにチェックされた子

もチェックされなかった子も、よりよく育つとい

うコンセプトが広い意味での予防としてよいと思

われる。つまり当たり前のしかし意外とむずかし

い「誰にとっても成長につながる」ような保育や

教育の保障である。その際に、ちょっとしたノウ

ハウを知らないがための誤対応による悪循環や虐
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待・体罰的なインシデント予防が必要である。 

そのような必要性から、国や自治体からの様々

な情報発信がなされるようになっている。例えば、

国立精神・神経医療研究センターのホームページ

で、「必要以上に『ダメ』と言わずにすむ環境づく

り」等、乳幼児期の子どもの保護者向けの情報が

かなり詳細に丁寧に掲載されている。残念ながら

身近で活用している場面に遭遇したことがない点

が惜しまれる。 

おりしも文部科学省の諮問機関、中央教育審議

会（中教審）では「最近のこどもは遊びや実体験が

不足しており、その影響で知識は豊富だが非認知

能力が低下している」ことを指摘している。そう

やって育った世代が今保育士や教師自身になり、

以下のような問題点を抱えていることが、現場か

らも問題提起されている。 

①子どもが(子どもと一緒に)主体的に楽しめる

活動を構築できない。 

②保護者や職員とのコミュニケーションがうま

くとれない。 

③そのためか、前触れや相談がないタイミング

での早期退職やバーンアウトが増えている。 

国等でも予防的な観点から、毎日の生活リズム

や体験的あそび、親子や地域のふれあいを見直そ

うとして様々な取り組みを始めている。文科省主

導の「早寝早起き朝ごはん、大人が変われば子ど

もも変わる国民運動」では、「今の幼児は、生活リ

ズム・遊び・運動が大きな課題です」とし、平成 30

年度には「子どもと一緒に元気アップ七か条」を

掲げている。 

第 1 条:親子で身体を動かそう、 

第 2 条:休みの日には外で一緒に遊ぼう、 

第 3 条:朝ごはんを食べよう、 

第 4 条:楽しい食卓を演出しよう、 

第 5 条:テレビを見る時間を決めよう、 

第 6 条:夜型生活から抜け出そう、 

第 7 条:家族で対話をしよう」である。 

長野県でも「信州山保育」が展開され、例えば青

木村では 2011 年（2015 年改訂）からの「あおっ

きっ子教育ポイント５か条」キャンペーンを展開

し、家庭や地域と協力した取り組みが展開されて

いる。また、厚生労働省が展開している「健やか親

子 21」では、第 1 次（平成 13 度～）で課題とさ

れた「思春期の健康問題、親子の心の問題」が依然

として解消しておらず、しかも発達障害との関連

が示唆されている十代の自殺率と低出生体重児割

合は指標の悪化が指摘されている。第 2 次（平成

27 年～）の重点課題でも①育てにくさを感じる親

に寄り添う支援～親や子の多様性を尊重し、それ

を支える社会の構築～ ②妊娠期からの児童虐待

防止対策と、発達障害と密接に関連した問題を重

点課題に据えている。 

 地域でも、早期からの相談・受診・療育体制が整

いはじめ、親が丸抱ええしないためのレスパイト

サービスや親の会活動、ペアレントトレーニング

の場も設けられるようになってきたが、周知不足

や対応キャパの限界等が課題となっており、恩恵

にあずかる事例がまだまだ少ないのが実情である。 

 医療法人丸山会丸子中央病院では、清水亜矢子

医師を中心にした発達外来の専門家チームが、普

段の診療やリハビリテーションの充実をはかりつ

つ、地域現場に出向いての支援や、ソーシャルス

キルトレーニング（SST）とペアレントトレーニン

グを組み合わせたグループ指導等、精力的な取り

組みを展開している。学校法人成田会でも、長野

医療衛生専門学校言語聴覚士学科や「ことばの相

談室」を中心に、相談協力や学生ボランティアの

参加等を通してつながれるよう、模索を始めてい

る。 

５ 発達障害の年齢ごとの実態と課題 

 長野県「発達障害者支援のあり方検討会」（平成

24 年 1 月）によって、各方面で取り組むべきライ

フステージごとの課題が提示されているので、抜

粋して紹介する。                             

（１）乳幼児期  
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 ①養育が困難と感じている父母を追い詰めない

ための啓発（特に祖父母世代に） 

 ②ペアレントトレーニング等の療育可能な機関

の整備 

 ③一部の専門家に負担が偏らず、診療体制 

（２）学齢期 

 ④全ての教師に発達障害の基本的知識と対応力、

通級教室など個々に合わせた支援体制 

 ⑤学齢期からの、進学や就労を見越した準備、

職業実習や SST などの取り組み 

 ⑥行動障害への対応ができる診療 

（３）成人期 

 ⑦アセスメントの標準化 

 ⑧成人期になって気づいた場合に受診できる診

療機能 

（４）全年代 

 ⑨年代や分野にこだわらずに対応できる専門家 

  ⑩年代や分野で途切れることのない情報共有、

引継ぎ、である。 

さらに筆者が（不足しているな、困難だなと）感

じる課題を羅列してみる。                               

（１）乳幼児期  

 ①予防的対応（特に五感を使った遊び） 

 ②家庭での充足・充電（特に生活リズムと家族

だんらん） 

 ③幼保園での（担任の孤軍奮闘や加配に頼らな

い）特別な支援 

（２）学齢期 

 ④多忙な通常学級での（担任の孤軍奮闘や支援

員に頼らない）特別な支援   

 ⑤特別支援学級（学校）の専門性 

 ⑥本来の能力に見合った学力  

（３）成人期 

 ⑦発達障害の自覚がないが苦戦している方への

対応 

 ⑧高齢者発達障害の実態と対応 

（４）全年代 

 ⑨周囲の人がどう付き合う（支える）か  

  ⑩合併併存障害や二次障害の予防軽減 

いずれも大きな課題であり、改善していない要因

として、次のような困難点が各現場にあることを

指摘しておきたい。 

（１）幼児期 

 平成 30 年に全面実施された（新）幼稚園教育要

領でも、「特別支援教育の充実」「1 人 1 人の特性

に応じた支援」が明記され、「生活や活動への見通

しが持ちにくく、気持ちや行動が安定しにくい場

合、自ら見通しを持って安心して行動ができるよ

う、当該幼児が理解できる情報具体物、写真、絵、

文字など）を用いたり、教師や仲の良い友達をモ

デルにして行動を促したりするなどの配慮をす

る。」というかなり踏み込んだ記述があり、この位

の実践を標準（当たり前）にしようという関係者

の意気込みが伝わってくる。 

しかし実際に保育現場を回ってみると、 

①個別に配慮が必要な子どもの急増に人的体制

が追い付かない、 

②具体的な指導方法や研修の機会が不足、 

③保護者や関係者との連携をとるシステムや時

間の不足、 

④書類や支援会議が増えて一層の多忙化に拍車

がかかっている、等、「悲鳴」にも近い現状に直

目してきた。相談対応についても 

① 保護者との関係悪化を懸念して保護者抜き 

での相談が多いために、踏み込んだ対応や次の

ステージへのつながりがもちにくい、 

②いろいろな相談や支援システム、記録やファ

イルが混在するために情報共有がバラバラ、 

③とりあえずその場をしのぐための「専門家」

の鶴の一声的なハウツーやノウハウの一人歩き

が生じ、 

④その評価や見直しがずっと後になるため、た

またま接した情報にすがるためのミスマッチも

発生する場合もある。そんな中で、「自分で考え

ろ！」「1 人 1 人に合わせろ！」と迫られた現場

の真面目な親・先生がバーンアウトしていくこ
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とも懸念される。 

一方、強い特性があっても、幼少期を乗り越え

ている子たちも多くみてきた。 

①保護者への相談支援がこまめで、家で充電で

き、コンディション整えて登園できている。 

②保護者と園との信頼関係、共通理解、役割分

担ができていて、その都度の解決と、見通しを

持った育児ができている。 

③幼保担任への園体制・専門家チームのバック

アップ体制があり、実態に応じた支援計画、こ

まめな評価と見直しがなされている。 

④他の保護者、地域の理解があり、クラスや近

所から孤立していないこと、等が共通している。 

 そのような幼稚園保育園（こども園）では 

①失敗しにくい環境設定、 

②不適切または誤った言動への対応が冷静、肯

定的な対応で一貫している、 

③クラスが快適、楽しい、充実している、 

④先生もチャレンジしやすい雰囲気、 

⑤担任と加配（支援員や補助員）との共通理解

と役割分担がされている、 

という条件が共通しているように感じる。 

 最近は、 

①特別なニーズ（特に発達障害系）をもつ子・親

が安心して通えて、 

②負担顔でなくウェルカムな雰囲気の居場所、

行き場所になっていて、 

③不安、心配、疑問をその都度相談できて、 

④マイナス特性がでにくくて、 

⑤失敗や間違えた言動をひどいトラウマにせず、

⑥むしろ互いの次への課題にできて、 

⑦プラス特性がでやすくて、うまくやれて、 

⑧他の子も先生も親も一緒に育ち合える、 

そんな園が増えているような気がしている。 

（２）学童期 

長野県教委が平成 29 年度に「発達障害に関す

る実態調査」の「総括」として指摘されたものは 

 ①学校が「多様性を包み込む学びの場」  

 ②尊重し合う人権感覚の涵養 

 ③通常学級での指導の充実 

 ④学校がチームとして解決できる「マネジメン

トリーダー」の配置 

 ⑤小学校低学年からの読み書き支援プログラム 

 ⑥通級指導教室の拡充 

 ⑦高校に通級指導教室の設置 定時制・通信制

の充実 

 ⑧支援情報の進路先への着実な引継ぎ 

 ⑨医療・福祉・労働等の連携、早期から卒後を見

据えた支援体制である。 

 このような課題には学校全体で取り組む必要が

ある。国立特別支援教育研究所等が推奨するモデ

ルとして、特定の個別支援が必要な子への「密度

の濃い」支援だけでなく、すべての子が安心して

学べるための土台作り、授業参加しやすい環境設

定、全員に「わかる・できる」授業が提示されるよ

うになった。そのための「授業のユニバーサルデ

ザイン化」が流行語のように謳われている。 

 インクルーシブな教育をめざし、発達障害や

様々な特別なニーズをもつ子を、なるべく通常の

学級で共に学べる方向性は国是でもある。しかし、

そのための努力が、実際には多忙化を極める学級

担任の善意や「ブラック」な労働環境によって維

持されている現状をみてきた筆者としては、「これ

以上無理！」という現場の悲鳴があることをここ

に記しておきたい。 

特別支援学級にも大きな課題が山積している。 

 ①ニーズや特性の違う子（その支援のための職

員）が入れ替わり立ち替わり出入りしている、

②学年が違う子どもが同時に複数在室している

「複式学級」的な運営となり、いきおい既成教

材のコピーによる個別課題学習の同時並行指導

が「主流」である、 

③緊急避難的サービス児（パニックや不安定状

態で突然来室）や似た特性の子同士が、負の相

互作用を生じ、混乱やトラブルが頻発する、  

 ④「知障障害」と(複数設置されることの多い)
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「自閉症・情緒障害」という特別支援学級の種

別や組み分けが、一人一人の子どものニーズよ

りも、学校運営の都合やその時に状況に左右さ

れがち、等々である。 

特別支援教育の現場だけでなく、そもそもこの

子たちは大変な時代に生きていく。少子・超高齢

化社会、18 歳で成人、国際情勢の激変、環境問題、

予想外（想定外）の災害・事件事故、スキャンダ

ル、急速な情報化社会等々である。これまで想定

される社会状況に適応できる人間作りを大切にし

てきた「学習指導要領」が、今回の改訂にあたっ

て、ついに「将来の予測が難しい社会」であること

を前提に、「その中でも、未来を作り出して行くた

めに必要な資質・能力を確実に育む教育」「未知の

社会を生き抜く力を育む教育」という我々自身が

やったことのない教育設計に突入した感がある。

「主体的・対話的で深い学び」（アクティブラーニ

ング）や「情報活用能力の育成」もしかりである。

見通しがもちにくいなかで、コミュニケーション

を多用しながら、多くの情報から取捨選択すると

いう、自分たちがやったこともないことを子ども

たちができるようにするわけである。次回改訂の

10 年後にどんな成果や反省になっているのか？

特にそのようなことが苦手な特性満載の発達障害

児たちがどのような成長を遂げているのか、気に

かかっている。 

（３）青年期 

 平成 2９年 3 月の長野県教委の調査では、中学

校（知的障害）特別支援学級在籍生徒の４６．４％

が高校、４９．９％が特別支援学校高等部への進

学であった。（自閉症・情緒障害）特別支援学級在

籍生徒の場合は、６９．８％が高校、２４．６％が

特別支援学校高等部への進学であった。高校以降、

どうなったかは実態不明が多く、相談現場の実感

としては苦戦状況が続いていることが伺われる。 

高校側からは、「発達障害を理由に不合格にはし

ないので、事前に相談はしておいてほしい。入試

時の特別配慮はしていないが、事前に各高校に相

談してみてほしい」と 2008 年頃から、長野県高等

学校校長会名で各中学校へ半公式文書としての連

絡がなされるようになった。しかし実際には、「不

合格になるのでは？」との不安から、合格後（何か

起きてから）に申し出があることが大半である。 

 短大・専門学校の多くも悲鳴を上げている。少

子化→経営難→学生募集強化の影響なのか、学生

の学力・意欲・「生きる力」の低下を憂う声が現場

から漏れ始めている。しかも、何らかの支援が必

要と思われる学生からの申し出がほぼ皆無であり、

むしろ指摘や投げかけに対する反応が鈍いか、予

期せぬ反応になってしまう現状もある。 

相談にあがる発達障害青年期全般について、そ

の苦戦状況を、筆者は以下のように感じている。 

 ①基礎学力不足のために、必須単位取得（座学

系・提出系・実習系）が不可になりやすい、   

 ②重要通知の読解と手続き、自動車免許等の資

格取得ができない、       

 ③自分の特性（能力アンバランス・行動や人間 

関係面）について自覚が不足。自分のピンチを 

自覚できないか過剰に自虐的になってしまう、 

④自分に合った学び方、生き方、困難状況への 

支援要請をするスキルが育っていない、 

 ⑤基本的生活習慣や社会性の不足からの不調や 

トラブルをいつも（いくつも）かかえている、 

 ⑥自信（自己価値感）や意欲が低下しているた

めに、通常の叱咤激励が効果ないか逆に予期せ

ぬ反応になってしまう、 

 ⑦家族や家庭への支援も必要な場合が多い、 

 ⑧教育福祉的支援より治療、保護、矯正更正が 

必要な深刻な事例も増えている、 

 ⑨依存（薬物、酒、ゲームギャンブル）・金銭・ 

交友・性的トラブル・触法などを併発、 

などである。 

 このような状態のまま、社会的自立にむけた就

職就労や「家庭を築く」ライフステージを迎える

人が増えている。就労以前の課題が大きい場合も

多く、生活リズムや基本的習慣、合併併存障害、家
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庭状況の悪化、混乱等にも丁寧な対応が必要にな

ってくる。いきおいその相談支援は、地域の基幹

相談センターを中心にした多職種、他分野の人的

資源を巻き込んでの大掛かりなものとなる。特に、

「障害」や自分の置かれた（追い込まれた）状況の

自覚や理解の不足（または歪み）があったり、「相

談」「支援」「特別」「障害」等への抵抗がある場合

は、対応の着手までの道のり自体が長くなる。 

 さて、筆者自身の人生の解決課題でもあるが、

発達障害特性をもった高齢者、あるいは持ったま

ま高齢者となった人について、その状態像や生じ

やすい課題、対応方法等についての系統的な調査

研究はこれからである。現在の高齢者問題の中に

は、発達障害特性が形を変えて、あるいは他の特

性や要因と絡み合って起きていることが十分推測

される。（超）高齢化社会を迎え、高齢者の精神疾

患的な諸問題、社会生活や高齢者施設での不適応

や問題行動などを考える際には、発達障害特性に

ついての視点も欠かせないと思われる。 

６ 発達障害との共生は待ったなし 

かつては、本人側の特性に起因する周囲への迷

惑、社会的損失が強調され、「対策」が叫ばれ、治

療的な色彩の濃い対応が急がれた。近年の障害観

の変化により、環境や対応との相互作用や合理的

配慮による多様性社会、共生（インクルーシブな）

社会が謳われるようになった。障害から「特性」

「違い」「ユニーク」というとらえ、「よさ」にも着

目したとらえも増えてきている。 

一方で現実には、発達障害に不利な社会状況も

生じている。例えば、発達障害特性のある人には、

職人的製造業や研究者が向いているとずっと言わ

れてきた。それがグローバル化、機械化（IT 化）、

効率化された今では、一つに没頭するだけではダ

メで、マルチな働き方やコミュニケーションや調

整が重視されるようになっている。また「違う」も

のへの非（不）寛容な社会風潮も強まっている。 

 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律」いわゆる「障害者差別解消法」が施行されて

4年経ち、共生社会の理念は周知されつつあるが、

具体的な実現場面での解決や実現にはほど遠い現

状もある。例えば保育士・教師あるいは言語聴覚

士などの仕事では、発達障害は「欠格事由」になっ

ていない。しかし実際の現場での仕事内容をみる

と、コミュニケーションや臨機応変的な対応が必

須である。発達障害特性のある学生は「向いてな

い」「合わない」「困る」「ミスマッチ」とされ、歓

迎されない。専門学校や大学等でも、旧来の座学

ではいいが、グループワークや実習系の授業でつ

まずく場合、その対応や支援の方法が未確立であ

り、当事者学生はもとより、学友、保護者、担当教

員の苦悩は深い。 

大半の人が何らかの特性や困難点を抱えながら

生きている。それが強く現れている発達障害特性

をもつ人と、同じ学校で、同じ職場で、同じ地域

で、互いの良さを引き出しながら暮らしていくこ

と。これを日々の実際の具体的な場面でどう実現

していったらいいのか、目の前の学生指導や相談

業務の中で考え実践し続けていきたいと思う。 

おわりに 

発達障害を取り巻く現状と課題について、経験

上の所感を中心に述べてみた。紙面の関係で次の

点は触れる事ができなかった。 

①自己理解や告知のこと、 

②カミングアウトのこと、 

③家族に発達障害や他の障害をもつ人が複数いる

場合や遺伝、連鎖のこと、 

④具体的な支援方法や事例（保育や学校現場で経

験し学んだことを具体的に述べたかったが、筆者

の気持ちの中でまだ生々しいものが多く、守秘義

務との兼ね合いも整理されていないので、今回は

あえて触れなかった）、 

⑥参考文献や参考資料の紹介、 

⑦当事者や親の会の取り組み、 

⑧合併併存障害や二次障害、特に話題となりやす
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い不登校やひきこもり、「愛着障害」や虐待、犯罪

等との関連、等々である。 

本稿が、当事者や保護者、家族の皆様、相談支援

関係者の視点に立てているのか、独りよがり的な

視点になっていないか、反省は尽きない。今後は

もう少し具体的に各論を展開してみたいと思って

いる。 
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